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エグゼクテイブサマリー 
研究開発投資などの無形固定資産投資を含む資本形成の産業部門間の波及効

果を静学的・動学的ユニット TFP の理論図式を用いてとらえるための産業連関

表の体系を構築する。国民経済計算に関する国際基準としては、2008SNA とし

て、1993SNA からの基準改定の勧告が 2008 年に行われ、R&D 投資などの資本

化の方針が示された。わが国では、漸く 2016 年末にその勧告に沿った改訂が行

われた。国民経済計算の体系との整合性を厳密に保った R&D 支出の資本化の推

計の方法に準拠した産業連関表の体系は、2016 年産業連関表で実現される予定

である。この論文では、それに先立って、黒田(2019a)で展開した静学的および

動学的ユニット TFP 測定の体系と整合的な産業連関表の体系を 1995～2011 年

に遡って、時系列で推計して、研究開発活動および情報処理活動の無形資産とし

ての知的資産の資本化を試みている。 
 
Abstract  

 In this research, we compiled Japanese input-output table in which 
R&D expenditures were internalized as intangible capital investment, 
enabling the evaluation on intangible assets as knowledge stock by quantity 
and quality measures. By the process, R&D investment by government as 
well as industry that contribute to static/dynamic total factor productivity 
(TPF) improvement could be observed and coped accordingly to determine the 
production efficiency improvement by industry through industry linkage. 
In Japan Japanese System of National Account (JSNA) was revised to 2008 
UN recommendation of the System of National Accounts at the year 2016, in 
which R&D expenditure by government as well as private sectors were 
internalized as capital investment. By the revision, the total amount of GDP 
in Japan was increased by 3-4% annually in comparison with the old 
estimates. Japanese Input-Output Table is planned to be revised in the 2016 
Table. In this paper we tried to estimate the IO tables during the periods 
1995-2011, in which the R&D expenditures by government and industry are 
capitalized consistently with the new JSNA.   
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1. 国民経済計算における R&D の資本化について 
1.1  1993JSNA と 2008JSNA における R&D 支出の取り扱い 

研究開発投資などの無形固定資産投資を含む資本形成の産業部門間の波及効

果を静学的・動学的ユニット TFP の理論図式を用いてとらえるための産業連関

表の体系を明らかにする。1 まず、無形固定資産として知識ストックの資本形

成を産業連関表の中で明示的に組み入れる枠組みを示すことから始めなければ

ならない。国民経済計算に関する国際基準としては、1993SNA からの基準改定

の勧告が 2008 年に行われ、R&D 投資などの資本化の方針が示された。我が国

では、漸く 2016 年末にその勧告に沿った改訂が行われた。2 2008SNA の国連

勧告では、従来（1993SNA 基準）では、中間消費として扱われていた R&D 支

出を特許のように繰り返し 1 年を超えて生産過程で使用される知識ストックを

生産するものとして資本化すること、したがって、従来の中間消費ではなく、無

形固定資本形成として最終需要のひとつとして扱うことが提示された。この改

訂により、名目 GDP の水準は、平均で年率数%強、拡大することになった。

OECD では、R&D 資本化にあたって、すでに 1996 年にイタリアのフラスカテ

ィで専門家会合が開催され、R&D 調査の公式実施マニュアル、いわゆる「フラ

スカティ・マニュアル」が公表されている。3 各国で、このマニュアルに沿っ

た R&D 支出に関する基礎統計の整備が進められ、我が国でも総務省が「科学技

術研究統計調査」を実施している。国民経済計算の体系との整合性を厳密に保っ

た R&D 支出の資本化の推計の方法に準拠した産業連関表の体系は、2016 年産

業連関表で実現が予定されている。この論文では、それに先立って、黒田(2019a)
で展開した静学的および動学的ユニット TFP 測定の体系と整合的な産業連関表

の体系を 1995～2011 年に遡って、時系列で推計して、研究開発活動および情報

処理活動の無形資産としての知的資産の資本化を試みている。 
 R&D 支出総額とは、国内の企業、研究機関、大学、政府研究所等のすべての

R&D 実施機関における人件費、原材料費等の経常費用、ならびに固定資産の購

入などの資本的費用の総額を表す。R&D 資本化に関する主要国の検討状況につ

いては、内閣府（2014a）、小林(2016)に整理されているが、オーストラリア（対

応年：2009 年 12 月）、カナダ（同 2012 年 10 月）、米国（同 2013 年 7 月）、韓

国（同 2014 年 3 月）、英国（同 2014 年 9 月予定）の国々について、その状況

の概要を要約すると以下のようになる。   
                                                   
1無形固定資産投資の資本化による全要素生産性の測定に関しては、黒田(2019a)参照。 
2小林裕子（2016）および 2016 年の国民経済計算報告書を参照されたい。 
3米国や欧州各国等の OECD 加盟国では、R&D 資本化を「フラスカティ・マニュアル第 6
版（2002 年）」に準拠して、すでに実施しており、その GDP への影響に関しては、小林

（2016）にまとめられている。また我が国の 2016 年の改訂は、2015 年の公表された

OECD の「フラスカティ・マニュアル第 7 版（2015）」に準拠するとされている。 
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a. 資本化の範囲：オーストラリア以外の国では、すべての R&D 活動を対

象としているが、オーストラリアでは、政府と私立大学を含む非営利団

体の純粋基礎研究以外の R&D 活動のみを対象としている。R&D 活動の

範囲に関しては、その活動によって知識ストックを生み出すことに成功

したか、失敗したかは区別することは難しく、研究の成否を問わず、す

べての R&D 活動に要した費用を含めることが国際的合意となっている。 
b. 産出額の範囲：R&D 活動に関わる中間投入、人件費、資本減耗費を含む

資本コストなどその関係費用のコスト積み上げで推計。 
c. R&D 資産の帰属：オーストラリア、米国、韓国は資金拠出者ベース、カ

ナダ、英国は、企業は資金拠出者ベース、政府および非営利は実施者ベ

ースとする。 
d. 企業内 R&D の産業分類：韓国は不明であるが、それ以外の国々は、基

本的には各産業の活動に内包。 
e. 資本収益：オーストラリア、米国は、考慮・加算せず、カナダは、科学

技術調査から純営業利益（売上－経常費用－固定資本減耗）をもとめ産

出額に加算。韓国は、R&D を主産物とする産業の収益率（2010 年、産

出額の 7%程度）を活用して算定、英国は、各種企業統計から資本収益率

を計算して援用。 
f. デフレーター：投入コスト型（労働コスト＋中間投入コストの積算） 
g. 輸入 R&D の需要先：オーストラリは、国内 R&D 活動の中間投入とし

て扱う、またカナダ、韓国、英国は、国内 R&D 算出には含めず、総固

定資本形成に計上。米国は、精緻化を検討中。 
h. 平均使用年数、償却率：オーストラリアは特許の平均的使用年数に基づ

き、11 年。カナダは、IT 産業（5 年）、政府（10 年）、医薬品産業（⒛

年）、その他産業（有形固定資産の平均）、米国は、企業部門は、産業別

に利潤最大化モデルから推定（医学品の 8%から IT 機器の 40%）、政府

は、分野別に防衛、医療、宇宙、エネルギー別に設定、非営利団体は、

企業分を活用、韓国はアンケートに基づき 10 年程度と推計、英国は、製

造業（8 年）、情報通信業（4～5 年）、専門・科学・技術業（5 年）、研究・

開発業（7 年）、その他産業（7 年）、政府（9 年）、大学（6.5 年）他の対

家計民間非営利団体（4 年）。 
i. 自社開発ソフトウェアとの重複：オーストラリアが、コンピューターシ

ステムデザイン・関連サービス産業の R&D 以外のソフトウェアは R&D
から除くとしているは、他の国々は、R&D から除外。 

j. 名目 GDP 押上効果：オーストラリア 1.1-1.6%(1998-99 年度～2007-08
年度)、カナダ 1.2%-1.3%（2007～2008 年度）、米国 2.2%-2,5%(2002～
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2012 年度)、韓国 3.7%(2010 年)、英国 1.4%-1.6%(1997～2009 年) 
となっている。 
 また、小林（2016）によれば、直近の OECD による各国 R&D 支出総額は、

我が国は 16.7 兆円(2013 年)、購買力平価換算で、米国が 47.4 兆円(2012 年)、
中国が 35.0 兆円(2013 年)となっており、名目 GDP 比で我が国は、3.5%(2013
年)となっている。JSNA の 2016 年の改訂では、R&D 支出の取り扱いばかりで

はなく、特許等サービスの取り扱い、防衛装備品の資本化、所有権移転費用の取

り扱いの精緻化、中央銀行の産出の明確化なども行われているが、名目 GDP の

改定額の 80%弱が R&D の資本化によるものとなっている。その改定額は、2015
年で 19.2 兆円、対名目 GDP 比で 3.8%増となっており、1990 年代の名目 GDP
が横ばいで推移するなかにあって、改訂前の名目 GDP と比較して、2005 年の

対名目 GDP 比 3.3％増の改訂から、2015 年度以降には、平均で 3.6%の増加傾

向にあり、民間設備投資の減少傾向とは対照的な動きとなっているという興味

深い傾向が示されている。これらの各国の推計は、各国の経済実態や統計事業の

差異を反映して、若干の差異はあるものの、概ね OECD の FM に準拠したもの

となっており、我が国もそれに準拠した「科学技術研究調査」をベースに推計し、

OECD にも報告している。4 
 我が国の改訂前の SNA（1993SNA 基準）では、R&D 産出額の範囲は、R&D
を主業とする会社等のいわゆる市場生産者の学術研究機関分であり、学術研究

機関以外の市場生産者の R&D（企業内研究開発）や非市場生産者の R&D は産

出として扱っていない。また、これまでの我が国の産業連関表では、市場生産者

の学術研究機関の産出額は、産業連関表の基準年の設定に合わせて、「自然科学

研究機関（産業）」および「人文科学研究機関（産業）」国内生産額とされており、

延長年は、それを「科学技術研究調査」の内部使用研究費で補間推計されている。

企業内研究開発に関しては、産業部門別の産出額の推計としては、特掲していな

いが、その費用（雇用者報酬、中間投入、固定資本減耗）は各主生産活動の生産

費用に含まれるものとしている。また一般政府および対家計非営利団体の非市

場生産者の研究機関については、生産費用の合計から産出額を推計する際、R&D
に関する生産費用分も産出額に含まれており、その需要先は、自己消費として政

府最終消費支出ならびに対家計民間非営利団体の最終消費に含まれるものとし

                                                   
4 FM における部門分類は、高等教育部門（大学等）、企業部門、政府部門、民間非営利部

門に区分されているのに対して、2008SNA では、学術研究機関および自己勘定による企

業内研究開発、非市場生産者については政府単位、大学、非営利研究機関等が部門範囲と

なっており、FM 部門分類は SNA の制度部門分類とは一致しない。その組換えに際して

は、OECD が 2010 年の刊行した「知的財産生産物の計測に関するハンドブック

(Handbook on driving capital measures of Intellectual property products(IIP))の準拠す

るものとされている。 
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ている。今回の改定に際しては、2008 年 SNA 勧告に従い、市場生産者の R&D
に関しては企業内研究開発を含めるものとし、その需要先も総固定資本形成に

格付けている。また、非市場生産者（一般政府および対家計民間非営利団体）の

R&D 産出についても、その R&D 活動に要した生産費用の合計を産出額とし、

その需要先の最終消費支出ではなく、総固定資本形成として記録することとし

ている。これらの総資本形成は、設備・機械などの有形固定資産投資と区別して、

無形固定資産投資として扱われている。 
 2008JSNA の R&D 活動は、以下のように規定されている。 

a. 市場生産者の研究機関：SNA では、制度部門としては、非金融法人企業

に格付けされ、「専門・科学技術、業務支援サービス業」の主産物とする。

科学技術研究調査では、組織区分は、学術・開発研究機関となっている。 
b. 市場生産者の企業内研究開発：SNA では、制度部門としては非金融法人

ならびに金融法人に格付けされ、科学技術研究調査の組織分類では、 
1) 企業組織における「学術・開発研究機関」以外の企業内研究、ならび

に 2) 非営利団体・公的機関など市場生産者の特殊法人、独立行政法人

等に格付けされる組織の研究、そして 3) 国公立、私立大学付属病院の

研究開発などとして記録されている。 
c. 非市場生産者の研究機関： 

1) SNA の制度部門では、一般政府に格付けされる 1-1)「教育」等の副次

的生産物で科学技術研究調査では大学等という組織分類で扱われてい

る国公立大学（付属病院を除く）および国公立大学付置研究所、および

1-2)「専門・科学技術、業務支援サービス業の主産物」で、科学技術研究

調査では、国営・公営の研究機関、非市場生産者の特殊法人、独立行政

法人等の非営利団体・公的機関。 
    2) SNA では、対家計民間非営利団体として格付けされる 2-1)大学等の

「教育」等の副次的生産物で科学技術研究調査の組織部門では、私立大

学（付属病院を除く）ならびその付属研究所、および 2-2) 「専門・科

学技術、業務支援サービス業の主産物」で科学技術研究調査では、組織

分門では、非営利団体・公的機関とされる非営利団体の研究機関。  
 
以上の SNA ベースの格付けおよび概念の改定によって、市場生産者の学術研究

機関については、その産出はすでに含まれているので、従来と変わらないままで、

従来中間投入扱いされていたその産出の需要先が、中間投入費用から最終需要

の総資本形成に移されること、またそれに伴って、付加価値における営業余剰が

R&D 資本の資本減耗ならび営業余剰として、最終需要の拡大分だけ増加すると

いうことになる。すでに現行 SNA に含まれている R&D 活動にともなう雇用者
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報酬、生産・輸入品に課せられる税（控除）・補助金、固定資本減耗には、変更

はない。 
 市場生産者の企業内研究開発に関しては、従来の SNA では、その産出が計測

対象となっていない一方で、R&D 活動に要した費用は、企業の主生産活動の費

用に含まれるものとしている。したがって、改訂では、企業内の R&D 活動の産

出を新たに推計して加えることとなる。企業内産出が新たに加わることによっ

て、その中間投入の差額が付加価値を拡大することになる。これは、従来の SNA
では、産出に R&D 活動の産出を加えず、費用としては主生産の費用として、中

間投入、雇用者報酬、税（控除）・補助金、固定資本減耗に含まれていたとすれ

ば、企業内 R&D 活動による営業余剰としての R&D 活動による付加価値発生を

評価していなかったことになり、付加価値を過小評価していたことになる。また

後述するように現行の我が国産業連関表での企業内研究活動の扱いのように、

企業内 R&D の産出を一国で集計推計して、そこでの純営業余剰はゼロと定義し

た場合には、企業内 R&D 活動による純営業余剰の発生はないものとしているか

ら、産出を特掲することによる付加価値の増加分は、一国レベルで集計された企

業内 R&D を各産業に分割配分することにした場合、R&D 活動にともなう有形

固定資本の資本減耗引当分のみが含まれ、その営業余剰は含まれていないこと

となる。しかしながら、この企業内研究活動が営業余剰を生まないとする仮定は、

先験的に決められるものではないとすれば、企業内研究活動による営業余剰も

観察された企業の営業余剰に含まれていると考えることもできる。われわれは、

後者の考え方を採用し、産業別の全要素生産性の測定に際しては、企業内研究開

発活動による資本サービス価値を帰属計算によって推計することを行うことと

した。その手続きに関しては、黒田(2019a)を参照されたい。 
 現行の JSNA では、市場生産者の企業内研究活動は、産出としては計測され

ていない一方で、その活動費用は、中間投入、雇用者報酬、資本コスト、資本

減耗などが、主生産活動の費用として含まれていたと考えることができる。そ

の場合は、主生産活動の付加価値に、企業内研究開発活動の生み出したであろ

う付加価値がすでに含まれているとすれば、主生産活動による付加価値を主生

産活動によるものと、企業内研究活動によるものとに区分することが必要とな

る。言い換えれば、もし主生産活動の付加価値に、企業内研究活動による付加

価値が含まれていないとすれば、付加価値から雇用者報酬、資本減耗等の営業

余剰以外の費用項目を差し引いてもとめられる営業余剰を過小に評価している

ことになる。今回の改定（JSNA2008）で、企業内 R&D 活動を特掲した場

合、R&D 活動による産出が拡大する一方で、従来主生産活動に含まれていた

R&D 活動の中間投入、雇用者報酬、資本減耗を、主生産活動から企業内 R&D
活動による費用に移行、R&D 活動の産出から、それらの費用を差し引いて、
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企業内 R&D 活動による営業余剰を導くことになる。一方で、従来の主生産活

動における中間投入、雇用者報酬、資本減耗等の費用から、R&D 活動分が除

かれることによって、主生産活動の付加価値額および費用要素が変化する。ま

た動学的には、R&D 活動の産出を知識ストックの拡張として、無形固定資産

の拡張とみる新体系では、その無形固定資産の資本減耗引当分が、付加価値に

加わることになる。R&D 活動による産出は、無形固定資産の拡張として、資

本形成に格付けされることになる。 
 非市場生産者による R&D 活動は、産出額は、生産費用の合計として求めら

れ、産出は中間投入、雇用者報酬、資本減耗の費用に分割される。従来の SNA
では、その産出は現物給付分を除いて、すべて一般政府または対家計民間非営

利団体消費支出として扱われてきた。JSNA2008 の改定で、産出が R&D 活動

が知識ストックなど無形固定資産の産出と扱われることから、産出は、総固定

資本形成に格付けされることになり、さらに動学的には、知識ストックとして

の無形固定資産の蓄積から生ずる資本減耗額が固定資本形成に加わることにな

る。小林(2016)によれば、JSNA2008 では、この無形固定資産から生ずる資本

減耗は、自己消費として一般政府および対家計民間非営利消費支出として扱う

こととしている。 
 しかしながら、市場生産者、非市場生産者を問わず、R&D 活動の産出は、

無形固定資産の形成として処理することが原則であるとすれば、その「資本形

成」は資本減耗を含む粗投資として扱われるべきであり、非市場生産者の

R&D 活動の償却を自己消費として、一般政府および民間非営利団体の最終消

費支出として扱うことは、概念上矛盾することになる。産出は、無形固定資産

の粗投資額であり、一括して粗投資として資本形成に組み込むことが望ましい

と考えられる。われわれの推計では、R&D 活動投資は、無形固定資産の資本

形成と考え、その資本は粗投資で捉えるものと考えている。したがって、付加

価値にその無形固定資産の資本減耗引当額が含まれると考えている。 
 
2 JSNA2008 の R&D 推計の考え方 
 2.1 R&D 産出額の推計 
 2016 年改訂の JSNA2008 における R&D 産出額の推計の方法を、小林

（2016）にしたがって、簡単に要約しておこう。 
国連の 2008SNA の勧告では、「R&D による産出は、購入されれば市場価格

によって、また自己勘定でなされれば、生産費用合計に生産で使用した固定資

本の費用を示す適切なマークアップを加えた合計額で評価する。」とされてい

る。市場生産者としての専門研究開発機関の R&D 産出の評価は、通常の市場

財として、適切なマークアップ率を加えた販売額で評価する一方、政府、大
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学、非営利研究機関などのよって行われる研究開発投資に関しては、非市場財

として、使用した固定資本の収益を除く費用合計で評価することを勧めてい

る。現在進められている我が国の SNA 改訂では、市場生産者の学術研究機関

についての販売額や契約収入などの基礎統計が不足しているため、自己勘定で

評価される非市場財としての R&D 活動同様に、生産費用の合計で評価する方

向で検討されている。「科学技術研究調査」の「内部使用研究費」の内訳等を

用いて、  
 R&D 産出額＝中間投入＋雇用者報酬＋固定資本減耗 

＋生産に課される税（控除）補助金＋固定資本収益（純） 
として推計され、個別の費用項目については、以下のように推計されている。 
  ・中間投入：「科学技術研究調査」の「原材料費」、「リース料」 
       その他経費の合計。 
 企業内研究費の一部として、企業が他の研究機関に委託して R&D 活動を行

った場合には、IPP ハンドブックでの処理としては、その委託研究費を委託し

た企業の委託先機関からの中間財購入として扱い、その企業の固定資本形成か

ら除外し、委託先の企業の資本形成とすることによって二重計算を排除するこ

とを提案している。しかし、JSNA の改定では、中間財としての記載をせず、

委託研究費を含め委託元の企業の固定資本形成とし、委託先の企業活動には、

その委託費を含めないという扱いをすることとして、二重計算を回避すること

としている。この扱いは、中間投入の部門間取引を重視する産業連関表の考え

方からすれば、後退とも考えられる。 
  ・雇用者報酬：「科学技術研究調査」の「人件費」を使用。ただし大学部

門に関しては、文科省の「大学等におけるフルタイム換算データに関する調

査」を用いて、研究従事分のみを換算する。 
小林の試算によれば、大学等の全体の R&D 産出額は、人件費を研究従事分

のフルタイム換算した場合には、科学技術研究調査の R&D 支出より、2013 年

度で訳.1.5 兆円程度少なくなるとされている。また、雇用者の内人材派遣会社

から派遣されている社員の報酬に関しては、SNA の国連勧告では、人材派遣会

社の人件費として計上することになっているが、科学技術研究調査では、人材

派遣を受けた企業の人件費に計上している。部門別の推計に際しては、部門間

での調整が必要であるが、マクロの推計では、それらが総計されることから、

マクロ的には問題がないとして、今回の改定では、処理をしないこととしてい

る。 
  ・固定資本減耗：R&D 活動に使用する固定資産については、「科学技術研

究調査」の「有形固定資産購入費」および「ソフトウェア購入費」

から、SNA の他の固定資産同様に時価概念の固定資本減耗を推計。 
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減価却額の推計は、本来簿価評価ではなく、時価評価が望ましい。その場合、 
市場生産の学術研究機関における資本ストックの推計がなされ、そのストック 
にもとづく時価評価の減価償却額の推計がなされるべきである。特に R&D 活

動 
を資本化することによる知識ストックの推計が無形固定資産としての蓄積され 
ることとなり、それにもとづく減価償却の推計も必要となる。2016 年 JSNA

改 
訂では、R&D 活動による無形固定資産減価償却は含めないこととなってい

る。 
・ 生産に課税される税（控除）補助金：税は同科学調査では、「その他

費用」に含まれており、別途の推計は行わない。また補助金につい

ても、JSNA の産業別補助金）研究部門）を用いる。 
・ 固定資本収益（純）：企業部門のみにについて、同調査の企業の売上

高営業比率を使用して推計。 
R&D 活動による純営業余剰の推計が困難であることから、今回の改定では、

企 
業部門について、R&D 活動を実施している企業の売上高に対する営業利益の

比 
率が固定資本収益率に近似できると仮定して、その資本収益率を用いて生産費 
用をかさ上げする方法で純営業利益を推計している。 
  
  2.2  自社開発ソフトウェアの開発について 
 JSNA では、2005 年基準改定において、自社開発のソフトウェアの資本化に

つ 
いて、すでに対応しているが、その際 R&D に係わる生産費用に、自社開発の

ソ 
フトウェアの産出額の推計には含めていない。今回の改正では、それを改め自 
己開発に際しての R&D 活動の費用に自社開発のソフトウェアの産出額に含め

る 
こととし、需要先は固定資本形成とするという扱いになっている。以下に述べ 
るわれわれの産業連関表の推定では、自社開発のソフトウェアなど企業内での 
情報処理活動を企業内研究開発活動と同じく企業内の無形固定資産の形成とし 
て特掲することを考えている。企業内での研究開発活動と同じく企業内での情 
報処理に関する知識ストックの形成として位置付けている。 
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2.3 制度部門別・経済活動別 R&D 産出額の推計方法 
 「科学技術研究調査」は、3 種類の調査票で、「企業」、「非営利団体・公的機

関」、「大学等」に分けて調査されているが、JSNA の制度分類とは必ずしも対

応しない。今回の JSNA の改定では、2008 基準の JSNA に準拠するため、制

度部 
門、経済活動別の R&D の推計のため、同調査の個票情報に遡って推計を行っ

たとされている。 
1. 企業部門：特に同調査における企業部門のうち、産業別部門として「学

術・ 開発研究機関」とされている部門については、JSNA の制度部門別

では、非金融法人企業、経済活動別分類では R&D を主生産物とする経済

活動別部門「専門・科学技術、業務支援サービス業」の内数として扱う。

また「金融業、保険業」については、制度部門別には金融機関、経済活動

部門では、主産物である金融・保険とは別掲して、副次生産物として企業

内研究開発を産出すると考えている。 
2. 非営利団体・公的機関：「科学技術研究調査」の非営利団体・公的研究機

関は、非営利団体、国営、公営、特殊法人・独立行政法人別に集計公表さ

れているが、必ずしも JSNA に対応しないため、同調査の個票に遡って

再構成された。JSNA では、国営、公営、特殊法人・独立行政法人のうち

非市場生産者については、制度部門は一般政府に格付けられる。一方経済

活動別分類では、R&D 活動を主とする場合には、R&D を主生産とする

「専門・科学技術、業務サービス業」に格付け、それ以外の主生産を持つ

場合には、副次生産物として非市場の R&D 産出に含めるものとする。同

時に非営利市場生産者の活動は、制度部門では、対家計民間非営利団体と

格付けされる一方、経済活動分類では R&D 活動を主生産とする場合は、

「専門・科学技術、業務サービス業」の内数とし、それ以外の主生産を持

つ場合には、非市場的副次的生産物として R&D 産出を行うものとする。

他方、「科学技術研究調査」で国営、公営、特殊法人・独立行政法人、非

営利団体の属するもののうち、市場生産者については、制度部門では、非

金融法人ないしは金融機関に分類される一方、経済活動別分類では、個別

に日本標準産業分類と JSNA との対応を踏まえて格付けすることとなっ

ている。 
3. 「科学技術研究調査」の大学等：同調査では、「大学等」は、国立、公

立、私立別に集計、公表されている。このうち医学部以外については、

JSNA では、制度部門分類では、国公立は一般政府、私立は対家計民間非

営利団体に格付けられ、一方、経済活動別分類では、主生産である「教

育」とは別に R&D を副次的生産として産出するものとしている。医学部
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に関しては、JSNA で非金融法人に格付けられる大学附属病院における

R&D が含まれていることから、医学部と付属病院を分けて R&D の産出

を推計する。 
  

2.4 総固定資本形成の推計 
 R&D 活動を知識の生成の活動とみなして、それを資本化するということ

は、知識ストックの蓄積にむけた投資であるとみなすことができる。2008SNA
の勧告では、R&D の産出を総固定資本形成(無形固定資産)として計測すること

となる。 
活動部門ごとには、 
    R&D の総固定資本形成額 
     ＝R&D 額の産出＋R&D の輸入額－R&D の輸出額＋国内 R&D の

純購入額 
が成立し、一国全体の集計では、国内 R&D の純購入額は、部門間で相殺され

るのでゼロとなる。JSNA の改定では、「国際収支統計」（日本銀行）の「研究

開発サービス」の支払い、受取を用いて推計するとされている。5 
 一方で、R&D 活動が資本形成として評価されることによって、その蓄積が

無形固定資本ストックの拡大となって、知識ストックを増すことになる。した

がって、無形固定資産としての知識ストックの推計が必要となる。無形固定資

産ストックおよびその資産の資本減耗の算定するにあたっての減耗率の推計は

重要な課題となる。 
 また R&D の投資主体と所有主体に関しても区別が必要となる場合が生まれ

くるが、今回の改定では、R&D の資金拠出主体と実施主体が同一主体である

割合が 96.1%と高い水準にあることから、資金拠出主体と実施主体は、ほぼ同

一であるとして、補正しないこととなっている。しかしながら、経済活動を部

門別に把握する産業連関分析のような場合には、市場生産者としての学術研究

機関が別の資金拠出主体からの委託を受けて R&D 資産を生産、それを固定資

本として資金拠出者に提供する形もあり得ることを考えなければならない。 
 R&D 産出の実質化に際してのデフレーターに関しては、諸外国の方法に倣

って、インプット型を採用するとされており、中間投入の品目別基本単位デフ

レーターの集計と賃金をベースとする付加価値デフレーターによって推計する

こととなっている。 
                                                   
5小林（2016）によれば、IMF の「国際収支マニュアル第 6 版」において、2008SNA に

おいて、特許権等が非生産資源から生産資源に改訂されたことに合わせて、国際収支の記

録においても、国際取引においても、生産資源の売買としてのサービス取引として記録さ

れることになり、サービス収支のうちの「その他業務サービス」の「研究開発サービス」

に記録されることとなった。 
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2.5 特許実体と特許等サービスの取り扱いについて 

 R&D 活動の資本化にともない、その活動が生み出す知識サービスの取引、

とりわけ特許実体や特許のランセンシングの取引を JSNA でどのように取り扱

うかが問われる。国連の 1993SNA では特許実体を無形非生産資産と扱ってお

り、その特許等使用料については、サービスの産出があるものの、すべてが中

間消費として処理されていた。一方 2008SNA では、特許実体を生産資産（固

定資産）として扱い、したがってその使用料も特許サービスの産出と考え、そ

の需要は、ライセンスを受けた部門の中間投入もしくは固定資本形成として計

上することを勧告している。我が国の 1993JSNA では、無形非生産資産と扱

っていることから、その特許実体の特許使用料等の取引実態は,中間投入の扱い

で、付加価値としては、無視される形になっている。今回の改定 2008JSNA
では、国連勧告に従い、特許実体は生産固定資産として扱い、その使用料等

は、特許サービスの産出として推計し、その需要先は、全額中間消費として利

用部門に配分されると考えている。一方、我が国の現行の産業連関表では、特

許サービス提供部門は産業部門として特掲されておらず、特許実体は、各産出

部門の副次的生産として扱われているが、その特許の使用料等は、純取引額が

産出部門の財産所得に含まれていると考えている。一国全体としては、特許使

用料の国内取引は、需給が相殺されることになるので、特許使用料の海外との

純取引だけが財産所得として、部門別の営業余剰に明示的ではないが含まれて

いることになっていると考えられる。 
 2008JSNA の改定では、特許実体を R&D 活動にともなう「研究開発」の実

体としての産出に含まれると考え、固定資産に体化されていると考える。一方

で、その特許の使用等は特許サービス業の産出と考え、使用部門の固定資本形

成もしくは中間投入として需要が配分されると考えることになる。小林

（2016）によれば、特許使用料の需要先が明確に把握できないことから、

2008JSNA では、すべて中間需要として扱い、マクロの付加価値には反映され

ていないとのことである。特許の使用料等に推計に際しては、海外取引に関し

ては、「国際収支統計」の「産業財産権等使用料」の受取・支払の記録から推

計し、国内取引に関しては、明確な統計がないが、経済産業省の「企業活動基

本調査」の特許権等の国内取引額を用いて推計することを計画中とのことであ

るとされている。上述のように産業連関表には、2011 年表においても、「特許

等サービス」を産出として扱っておらず、その生産部門の特掲もない。

2008JSNA の改定に伴う産業連関表の改訂では、産業部門として「専門・科学

技術業務支援サービス業」の内訳として、「特許等サービス」という新たな部

門を設けることを構想している。その産出額は、「企業活動基本調査」の国内
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技術取引額と「国際収支統計」の産業財産権等受取の総計から、産業財産権等

の支払を差し引いたものが、技術取引の総産出と考えられる。それらの産出の

うち、海外への支払い（輸出）を差し引いたものが、国内の産業財産権の中間

消費として扱われる。その産業部門別の配分は、R&D 資産額が特許サービス

供給に比例するものとして、産業部門別の配分は想定するが、特許サービス業

を特掲することを目指している。しかし、基礎統計の不足等に理由により今回

は見合わせ、R&D 産出の副次的生産物として扱った模様である。この点に関

しては、産業連関表の作成とも大きく関連することになるが、以下に述べるわ

れわれの産業連関表の推計でも、明示的に扱ってはいない。そこでは、従来の

産業連関表での扱いに準じて、特許実体は、各産出部門の副次的生産として扱

い、その使用料の取引は、産業に主生産活動の副次的生産として、財産所得に

含まれるとしている。厳密な体系化は、次期産業連関表の推計に委ねることと

した。小林の試算によれば、近年の国際収支表による産業財産権等の使用料

は、輸出が輸入を大きく上回る傾向で拡大しており、また「特許等サービス」

の名目 GDP に占める比率は 2000 年代に 0.05%から 0.5％を超えるレベルまで

拡大していることが示されている。グローバル化の影響で、国際間の財・サー

ビス取引が複雑化している現状では、知的資産の国際取引の現状をとらえるこ

とは、重要な課題であると考えている。今後の課題としたい。 
 
3. 産業連関表における研究開発活動の資本化 
 3.1 わが国の現行産業連関表における R&D 活動の扱いと R&D 資本化の方

向 
わが国の 2005 年の産業連関表における R&D 活動の概要を述べ、資本化の

方向を整理することからはじめよう。 
（表 1）は、2005 年産業連関表の R&D 活動の様式を要約したものである。産

業連関表の基本表レベルでは、R&D 活動を産出、投入に関して以下のように

部門を設定している。 
 ―「産出」と「投入」― 
 8221-011 自然科学研究機関（国公立）：中央・地方公共団体に属する大学等

ならびにその付属研究機関と特殊法人等の自然科学に関する実験、試験、研究

等の活動を産出範囲とし、政府サービス生産者（準公務）の活動として、経済

的価値の評価のない価格で売られ公共財としての政府サービスを提供するもの

と位置づけられており、その一部が産業へのサービス提供となる以外は、ほと

んどが中央および地方政府の集合的消費支出として中央および地方政府の自己

消費となっている。中央政府集合的消費対総産出比率 66%、同地方政府の自己

消費 28%、中央政府および地方政府集合的消費（固定資本社会減耗分）4%で



政策研究大学院大学科学技術イノベーション政策研究センター (SciREX センター) 
ワーキングペーパー SciREXWP-2019-#02 
 

17 
 

あり民間への配分は 1%のみで、残りが特殊貿易輸出となっている。産出額の

推計に当たっては、「科学技術研究調査」、特殊法人決算報告書、その他業務統

計が用いられている。大学等の国公立大学附属研究所・共同利用機関の研究費

から有形固定資産購入費を除いたものを国公立大学等について算定、併せて国

公研究機関・特殊法人研究機関の研究費から有形固定資産購入費を除く費用を

算定、両者の合計として産出額を推計している。一方、投入に関しては、国公

立大学等附設研究所（自然科学）のコスト構成から投入ベクトルを推計。粗付

加価値率 48%。付加価値は、家計外消費、賃金・俸給、社会保険料（雇用主

負担分）、資本減耗引当金（固定資本社会資本減耗分）に分割されるが、営業

余剰は、ゼロとしている。有形固定資産購入額は、最終需要として、公的総資

本形成に含まれている。 
8221-021 人文科学研究機関（国公立）：扱いは、自然科学研究機関（国公

立）と同じであり、中央政府集合的消費支出 78%、同地方政府集合的消費支出

20%、中央政府および地方政府集合的消費（固定資本社会減耗分）2%、民間へ

の配分は、1%以下である。産出および投入の推計は、自然科学の推計を踏襲し

ている。 
  

 
 

8221-031 自然科学研究機関（非営利）：私立大学等に付属して設置される研

究機関がおこなう自然科学の実験、研究、試験等を産出の範囲とし、「科学技

術研究調査」をベースに研究費から有形固定資産購入費を除いて算定されてい

る。民間非営利部門の研究機関の活動は、自然科学研究機関については、その

90%が最終需要の民間非営利団体消費支出であり、10%の中間消費があるが、

うち 80%は自然科学国公立研究機関に産出され、若干の特殊貿易輸出がある。
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投入についても、「科学技術研究調査」をベースに推計したとされている。有

形固定資産購入額は、最終需要における民間総資本形成に含まれている。 
 8221-041 人文科学研究機関（非営利）：産出の 95%が民間非営利団体消費

支出、5%が中間投入。産出、投入とも自然科学の同機関の推計方式を踏襲して

いる。 
 8221-051 自然科学研究機関（産業）：産業部門の自然科学研究部門の産出

は、その 97%が他の国内産業部門の中間投入とされ、残り 3%が輸出となって

いる反面、3%の輸入の記録されている。産出・投入とも「科学技術研究調査」

の民営研究機関の産出、投入資料を利用して算定している。産出額からは、有

形固定資産購入費を除いている。有形固定資産形成は、最終需要のうち、民間

の総資本形成に含まれている。 
 8221-061 人文科学研究機関（産業）：その産出の 97%が国内他産業への中

間投入、3%の輸出と輸入が記載されている。産出・投入とも自然科学研究機関

（産業）に準じている。 
 8222-01 企業内研究開発：企業内研究開発は、産業部門全体を集計して 1 部

門として扱われている、その産出は、自然科学、人文科学の区別がなく、産出

98%は中間投入、2%が輸出とされ、3%の輸入も記録されている。「科学技術研

究調査」の産業の人件費、原材料費、減価償却費、その他経費の合計として推

計している。営業余剰は、ゼロとしている。有形固定資産購入額は、最終需要

における民間総資本形成に含まれている。 
 以上が、2005 年産業連関表の推計の総合解説編に記載された R&D 活動部門

の取り扱いであるが、前節で述べた JSNA の推計方法と比べてもかなり不明確

な部分が多い。R&D 活動の資本化を含めて、幾つかの再構成すべき点を指摘

できる。 
① R&D 活動は、明らかに現行の我が国産業連関表では、知識サービス

の生産活動とは扱われておらず、したがってその産出の固定資本形成

ではなく、中間消費ないしは中央・地方政府の集合的消費支出および

中間投入となっている。 
② R&D 活動を資本化していない一方で、中央・地方政府の集団的消費

に有形固定資産に係わる社会資本減耗分のみが推計されており、投入

要素としてもその減価償却額が計上されている。有形固定資産形成

は、その投資額が、公的資本形成に含まれているものと考えられ、そ

の資本形成が粗投資概念であるとすれば、減価償却額は、最終需要と

して 2 重計算されている可能性がある。 
③ 国公立研究機関、産業の研究機関ともに R&D 活動を資本化していな

いために、知識ストックの形成活動の成果は、無形固定資産形成とみ
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なされておらず、その資本コストは、付加価値に計上されておらず、

営業余剰はゼロとなっている。R&D 活動に伴い有形固定資産の社会

的資本減耗相当分のみが含まれている。 
④ 企業内研究開発活動は、産業部門別に分割されておらず、一国に集計

された投入となっており、その営業余剰はゼロ、かつ産出の配分は、

わずかの輸出入の部分を除いては、すべて中間投入として処理される

ことになっている。 
⑤ 国公立および私立大学等への研究費の配分、例えば JST 等の

Funding Agency の扱いは、極めて不明確であり、科学技術研究調査

との関係は、明確には示されていない。学術振興会の扱いは、公務に

格付けされており、科学研究費の取り扱いも不明。産業への R&D
は、経常補助金となっている。 

以上のように、現行の我が国産業連関表では、目下検討されている

2008JSNA との整合性がないばかりではなく、近年重要視されている科学技

術開発の経済社会に与える影響を把握し、それにともなう科学技術政策の在

り方を考察する統計資料としては全く不十分であると言わざるをえない。 
 
3.2 R&D 活動の資本化を体系的に導入した産業連関表の推計 
経済社会に導入される科学技術知識の影響を分析する経済学のツールとし

ては、マクロの国民経済計算における R&D 活動の資本化では、まだ不十分

であり、産業部門への科学技術知識の影響を産業連関表の形に表現すること

が必要となる。われわれは、R&D 資本化を含む 1995 年から 2011 年までの

時系列産業連関表を推計することを試みた。 
 
R&D 資本化を体系化した産業連関表の枠組み 

産業連関表の体系として、R&D 活動の明示的な導入には、現行の産業

連関表を以下の点に着目して、修正、組換えが必要となる。 
①  R&D 活動をここでは、それを担う経済主体との関係で、以下の活動

区分で把握することとする。 
a. 市場生産者の企業内研究活動：「学術・開発研究機関」以外の企業

が企業内でおこなう研究活動。 
b. 市場生産者としての民間非営利団体および公的機関（特殊法人、

独立法人等）がおこなう研究開発活動。 
c. 国公立、私立大学附属研究機関がおこなう研究開発活動。 
d. 市場生産者の研究機関が企業としておこなう研究開発活動。 
e. 非市場生産者の研究機関である、大学等（国立大学および附属病
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院を除く付置研究所）の「教育」等の活動を除く研究開発活動。 
f. 非営利団体および公的機関（国営・公営）の研究開発活動。 
g. 非市場生産者として私立大学およびその付属機関（付属病院を除

く）がおこなう「教育」等の活動を除く研究開発活動。 
h. 「専門・科学技術、業務支援サービス業」を主生産とする非営利

団体研究機関。 
以上の活動区分をわれわれの産業連関表では、以下のように集計して捉える。 
    １．a.の市場生産者としての企業の企業内研究活動を各産業部門の主

生産活動と分けて、区分する。その際、近年の企業内で行われる情報処理活動

をもう一つの企業内の知識生産活動として特掲する。したがって、従来の産業

連関表における企業における活動を、主生産活動、企業内情報処理活動、企業

内研究開発活動に分割して表示する。企業内情報処理活動および企業内研究開

発活動は、主生産活動を活性化させるために行う知識資産の創造活動だと位置

づけ、したがって、両活動の産出は、企業内の無形固定資産の蓄積となると考

える。フローのこの無形固定資産の形成は、最終需要の無形固定資産投資とし

て、当該部門の投資に位置づけられる。また、企業内情報処理および研究開発

活動に用いられる有形固定資産は、その部門の有形固定資本形成（投資）を通

じて蓄積されると考える。 
    2．d.の市場生産者としての企業が、その活動の主活動としておこなう

研究開発活動を独立して捉える。その際、研究分野の特殊性を踏まえた、研究

分野（自然科学 8 分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、物質・材料、ナ

ノテクノロジー、エネルギー、宇宙開発、海洋開発）および人文社会科学 1 分

野に区分して活動を捉える。その産出は、現行の産業連関表の定義に準じてお

り、産出・投入とも「科学技術研究調査」の民営研究機関の産出、投入資料を

利用して算定している。産出額からは、有形固定資産購入費を除いている。こ

の部門の研究開発活動も知識ストックの蓄積の活動であり、産出は、当該部門

の無形固定資産投資として、当該部門の投資に位置づけられる。また有形固定

資産形成は、最終需要のうち、当該部門の有形固定資本形成（投資）に位置づ

けられる。 
    3．上記分類の b、c、e、f、g ならびに h の各主体の研究開発活動を

一括して、非営利・公的の大学（国公立・私立）および研究機関（大学付属を

含む）で行われる研究開発活動として扱い、その活動を研究分野（9 分野）に

分割する。自然科学 8 分野は、ライフサイエンス、情報通信、環境、物質・材

料、ナノテクノロジー、エネルギー、宇宙開発、海洋開発と人文社会科学 1 分
野に分ける。ここでも産出の定義は、現行の産業連関表の定義に準じており、

産出・投入とも「科学技術研究調査」の民営研究機関の産出、投入資料を利用
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して算定している。この部門での研究開発活動の産出も知識ストックの蓄積と

して、無形固定資本形成（投資）となる。産出額からは、有形固定資産購入費

を除いており、有形固定資産形成として、最終需要のうち、この研究開発部門

の総資本形成に含まれる。 
 ② R&D 活動が生み出す知識は、それぞれの活動の蓄積としての知識スト

ックとなり無形固定資産を形成する。上記に企業内情報処理活動、企業

内研究開発活動、市場生産者としての「専門・科学技術、業務サービス

業」の専業企業が生み出す知識ストック、そして大学（国公立・私立）

や公的研究機関、そして民間非営利研究機関が生み出す知識ストック

が、それぞれ無形固定資産を形成する。 
③ 無形固定資産形成は、有形固定資産形成と同じく投資として最終需要の

一要素となる。それぞれを形成した投資主体との関係を無形固定資本形

成（フロー）マトリックスで表現する。そして、このフロー投資が蓄積

されて、主体別の無形固定資産ストックとして蓄積されることになる。 
④ R&D 活動にともなう有形固定資産形成は、最終需要の有形固定資本形成

には含まれている。有形固定資本形成（フロー）マトリックスにおけ

る、企業内 R&D 部門、政府公的研究機関・国公立大学・私立大学等の

R&D 活動にともなう有形資本形成のベクトルとして表現される。産業の

「専門・科学技術、業務サービス業」としての専業企業の R&D 活動のた

めの有形固定資産形成も同様に、有形固定資本形成として、最終需要に

計上される。 
特許についての扱いは、現行（2005 年）産業連関表の扱いに準じており、特

許サービス提供部門は産業部門として特掲されておらず、特許実体は、各産出

部門の副次的生産として扱われているが、その特許の使用料等は、純取引額が

産出部門の財産所得に含まれていると考えている。一国全体としては、特許使

用料の国内取引は、需給が相殺されることになるので、特許使用料の海外との

純取引だけが財産所得として、部門別の営業余剰に明示的ではないが含まれて

いることになっていると考える。 
 ここで、われわれが作成した「情報処理活動および R&D 活動特掲型産業連

関表」の雛型を示そう。まず、（表 2）は、中間投入構造の雛型である。産業連

関表の産業部門は、公的（国公立・非営利）研究活動および民間産業 R&D 専

業活動の部門は、それぞれ科学技術分野別に自然科学 8 分野、人文社会科学 1
分野の計 9 分野の活動に分割されている。それ以外の産業部門は、原則、その

主生産活動、企業内情報処理活動、企業内研究開発活動に 3 分割されている。 
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ここで、企業内 R&D 部門、公的研究部門、産業研究部門は、それぞれ知識ス

トックを無形固定資産として形成するものと考えている。また企業内情報処理

活動では、自己開発のソフトウェアなどの情報関連の無形固定資産を生産する

と考えている。情報処理に関しては、産業としての情報処理サービスの提供、

ソフトウェア産業、インターネットサービス業などの専業のサービス業務部門

が特掲されており、企業内情報処理活動と専業情報処理部門との連携と Out-
Source 化の進捗が、ITC 時代の産業構造の変移を深化させることを追跡するこ

ともできる。研究開発や情報処理活動で創造された知識資産は、無形固定資産

の形成に結び付くことになり、つぎに述べる最終需要の構造に結び付くことに

なる。 
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（表 3）は、情報処理活動や R&D 活動を特掲した産業連関表における最終需

要の構造を示した雛型である。民間と公的資本形成をそれぞれ有形固定資産形

成と無形資産形成に区分して、資本形成のフローマトリックスを表示してい

る。フローマトリックスの行は、資本形成の資本財分類に対応しており、列

は、その資本形成をおこなう経済主体に対応している。この資本形成のフロー

マトリックスに対応して、固定資本ストックマトリックスの推計も可能であ

り、理論的な枠組みでは、固定資産形成に関して、資本財 ｘ 投資主体のフロ

ーおよびストックマトリックスが有形・無形の資本に関して、分けられること

を想定して、以下の展開を示している。しかし、以下の実証分析では、有形・

無形の資本形成のフローマトリックスのみを推計し、ストック額は、その行和

として、経済主体別に推計している。資産の経済的陳腐化率は、投資財別では

なく、投資主体別にパラメターとして与えられると仮定している。 
 資本や労働投入と要素投入コストとの関係は、付加価値部分の構造を示すこ

とによってより明らかにできる。 
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（表 4）は、情報処理活動や R&D 活動を特掲した産業連関表における付加価

値の構造を示した雛型である。ここでは、産業部門の活動をその主生産、企業

内情報処理、企業内研究開発活動に分けたことにともなう、労働、資本などの

要素投入コストをそれぞれの活動部門に振り分けている。労働投入コストは、

自営労働・家族従業者労働と雇用労働（福利厚生の費用は、雇用労働費用に合

算）とに分けて、それぞれを企業内の 3 活動に振り分けている。自営労働・家

族従業者労働は、産業の主生産活動の労働投入に振り分けている。一方、資本

投入に関しては、資本ストックからの資本サービスを投入するものとし、資本
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ストックがそのサービス量と比例関係にあると仮定して、資本サービス価格と

サービス量の積が、資本コストになると想定して、有形・無形の固定資本の投

入コストを算定、それを 3 つの活動部門に格付けている。資本サービス価格に

計算は、資本収益率の推定値を用いて、資本財価格と資本収益率、ならびに資

産の経済的摩耗率を与えて帰属計算を行なう。（表 4）に示したように、産業の

主生産部門に、主生産活動の有形資本の粗コスト（資本減耗引当コストを含

む）、情報処理および研究開発の企業内活動の無形資本粗コスト（資本減耗引

当コストを含む）と格付けている。企業内の情報処理および研究開発コスト

は、有形固定資本のコスト（減価償却引当コストを含む）ものと考えており、

したがって、企業内の情報処理および研究開発の有形固定資本は、それそれ、

この両部門に振り分けている。 
（表 4）の列部門番号 1-2-3、5-6-7、11-12-13 は、一つの産業部門を主生産、

企業内情報処理、企業内研究開発に 3 分割したモデルである。また 9-10 は、

主生産と情報処理、もしくは研究開発の 2 部門に分けたモデルである。4 は、

公的研究開発部門であり、科学分野別に 9 分割、8 は、産業の専業研究開発部

門で、同様に研究分野別に 9 分割されている。 
 
4.  時系列産業連関表（1995-2011）にみる研究開発投資の変移 

 前節で示した研究開発活動（企業内研究開発活動、公的研究機関・大学等の

研究開発活動、民間産業研究開発機関の研究開発活動）を陽表的に産業連関体

系の枠組みに取り入れた時系列産業連関表を、1995 年-2011 年について推計す

ることを試みた。推計手続きの詳細に関しては、作成マニュエル（アプライド

リサーチ（2016））を参照されたい、ここでは、概要のみを整理しておきた

い。 
① 公表産業連関表の 1995,2000,2005,2010,2011 年表をベースとし、

1995-2000-2005 年、2000-2005-2010 年の接続表を用いて、原則 2005
年表の基本表レベルの産業部門概念に調整するものとする。 

② 5 年ごとの基本表の中間年に関しては、延長表産業連関表をベースに概

念調整を加えて、各基本表の系列とのギャップを補正する形で部門別

の産出額、輸出額、輸入額の時系列を整備する。 
③ 時系列で、基本表レベルでの産出および輸入デフレーターを整備。 
④ 基本表をむすぶ中間年の産出・投入のバランスに関しては、RAS 法、

KEO-RAS 法（ラグランジュ法）により調整し、2005 年基本表産業分

類による時系列産業連関表（1995-2011 年）を作製する。 
⑤ 基本表産業連関表の各産業部門を原則、その主生産活動、企業内情報

処理活動、企業内研究開発活動に 3 分割している。基本分類で公的お
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よび民間の研究開発部門に関しては、研究分野 10 分類（ライフ、情

報、環境、物質・材料、ナノテク、エネルギー、宇宙開発、海洋開

発、その他自然科学、人文社会科学）に分けている。特に大学等教育

部門に関しては、教育機関としての国公立および私立大学等の活動を

従事者の教育と研究との従事時間（Effort 率）で案分して、教育活動

と研究活動に区分した。その部門分類の詳細は、（表 4）に示すとおり

である。 
⑥ 部門分類は、内生部門 1288 x 1176 の矩形表となっている。付加価値

部門は、家計外消費支出、雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当金、

資本減耗引当（社会資本等減耗分）、間接税（除関税・輸入品商品税）

および（控除）経常補助金に分類されている。また最終需要は、家計

外消費支出、家計消費支出、対家計民間非営利団体消費支出、中央政

府集合的消費支出、地方政府集合的消費支出、中央政府個別的消費支

出、地方政府個別的消費支出、中央政府集合的消費支出（社会資本等

減耗分）、地方政府集合的消費支出（社会資本等減耗分）、国内総有形

固定資本形成（公的）、国内総有形固定資本形成（民間）、国内総無形

固定資本形成（公的）、国内総無形固定資本形成（民間）、生産者製品

在庫純増、半製品・仕掛品在庫純増、流通在庫純増、原材料在庫純増

の国内最終需要と輸出（普通貿易）、輸出（特殊貿易）、輸出（直接購

入）分を加えて、最終需要合計となり、そこから、輸入（普通貿易）、

輸入（特殊貿易）、輸入（直接購入）および関税、輸入商品税の輸入財

需要合計を表示している。表形式は、競争輸入型の産業連関表となっ

ている。 
⑦ デフレーターは、この基本分類に対応して、国内産出デフレーター、

輸出デフレーター、および輸入デフレーターを推計している。 
⑧ 最終需要の固定資本形成は、産業部門を中分類 108 部門に集計して、

公的および民間の総有形固定資本形成のフローマトリックスを推計、

さらに総無形固定資本形成についても、フローマトリックスを推計し

ている。 
 (表 5)基本表 R&D 部門の科学分野別分類(事例) 
 列部門分類               行部門分類 
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（表 5)では、基本表レベルで大学等に関しては、国公立大学研究部門および私

立大学等の大学研究部門を従事者の教育と研究への従事比率で按分して、国公

立大学および私立大学等に研究活動を推計することとして部門分類を設定し、

それぞれの研究活動を科学分野別に細分化している。また国公立研究機関部

門、民間非営利研究機関部門、産業専業研究機関部門についても、それぞれの

活動を自然科学 9 分野、人文社会科学 1 分野に分けて表記した部門分類を示し

ている。（表 5）の右 2 行は行部門、左 2 行は列部門に対応している。それぞれ

の第２列は、モデル分析用に中分類 95 部門に集計した場合の対応を示してい
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る。また、表における中分類 82－83 は、教育部門であり、研究開発部門と

は、区別するために分類を明記したものである。 
以上が、われわれの推計した研究開発活動分析用の産業連関表時系列

（1995~2011 年）の概要である。 
  
推計結果の詳細は、ここでは、研究開発活動に関する観察事実を簡単に整理し

ておきたい。まず、自然科学分野別に国公立および私立大学についての研究活

動を研究従事比率で全体の活動を研究と教育に按分した結果を（表 6）と（表

7）に示している。 
 

 

 
全体の集計では、2011 年で、国公立大学の研究活動が 7652 億円、私立大学の

それが 1 兆 2539 億円となっており、時系列的には、国立大学は、1995 年から

2005 年までは若干の上昇傾向を示しているが、その後は、減少傾向にある。

一方、私立大学に関しては、1995 年以降、若干ながら上昇傾向にある。 
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科学分野別には、国公立、私立大学ともライフサイエンスの R&D に上昇が

大きく、情報科学は、その額は小さいが、やはり国公立、私立との上昇傾向が

大きい。国公立に関しては、環境、物質・材料、ナノテク、エネルギーに関し

ても伸びており、その他の自然科学の割合が低下している。それに対して、私

立大学の場合、その他の自然科学や人文社会科学の研究活動が、国公立大学に

比して旺盛で、その分、環境、物質・材料、ナノテクなどの分野の上昇割合が

小さくなっているのが特性である。 
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（表 8）および（表 9）は、国公立研究機関および民間非営利研究機関の科学分野別の

研究活動の時系列推移を示している。また（表 10）は、民間産業としての研究（産

業）機関の科学分野別の研究活動の時系列推移を示している。 
 研究活動総額でみれば、国公立研究機関は、1995 年の 8000 億円程度から、2011 年

の 1 兆 4585 億円まで着実に上昇傾向にある。それに対して、2003 年以前と以後の傾

向に大きな差があり、全体を比較することは慎重を期さなければならないが、2005 年

以降でも、傾向的には、大きく伸びてはいない。規模も国公立研究機関の 20%程度で
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ある。また民間の産業の研究（専業）部門は、1995 年の 1 兆円を超える規模から、

2011 年には、その 50%にまで低下しており、その傾向は顕著である。 
以上の推計結果を機関別に総計で時系列比較したものが、（図 5-3）である。 
大学での研究活動を含めて、我が国の企業内研究活動を除いて集計すれば、図

に示すように 1995 年から、3.5 兆円から 4.3 兆円とかなりの伸びを示してい

る。国公立大学研究活動、私立大学の研究活動、国公立研究機関の研究活動が

伸びているのに対して、産業の研究（専業）機関の伸び率が低下している。 
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 科学分野別の R&D 活動について、まとめたものが、（図 7-4）、（図 7-5）、（図 7-6）であ

る。 
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（図 4）に示した国公立研究機関の研究活動は、前述のとおり、総額として

は、1995 年以来かなりの伸び率を示している。科学分野別には、ライフサイ

エンス、情報科学、物質・材料、環境、ナノテクなどが堅調に伸びていること

と併せて、宇宙開発、海洋開発の国公立研究機関への資源配分が大きくなって

いることに特徴がある。 
（図 5）は、2005 年以降は、ほとんど総額が変わらない中で、ライフ、環境、

エネルギー研究への資源配分が大きくなっている。さらに（図 6）の産業の研

究（専業）機関の傾向は、他の分野に比べて、低下傾向が激しいが、とりわけ

エネルギー、ライフ、等への資源配分が低下する一方、環境、その他の科学分

野への配分が大きくなっており、科学分野の拡散傾向がみられることに特徴が

ある。 
 
 5. 企業内情報処理活動の特掲について 
研究開発活動と同様に、情報処理活動によるソフトウェアやシステム設計とい

う無形資産としての知識資産の蓄積の活動を揚表的に産業連関表に組み入れる

ことを試みた。 
 ICT 技術の影響を様々な産業分野で捕捉しうるモデルに対応するものとして

データ（現行の産業連関表）を整備するために、産業として情報サービス業を専

業としている産業以外の他の産業内部での「企業内情報処理活動」の設定可能性

を検討する。 
ICT 技術は、製造企業やサービス業企業の中に広く入り込んでいる。具体的

には、製品・提供サービスそのものに関連した ICT 技術から、生産技術やサー

ビス提供方法に関連した ICT 技術、さらには、当該企業の全体としての組織効
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率と関連した ICT 技術というように、企業の様々な領域に係る ICT 技術が企業

の中に入り込んでいる。   
しかし、現行の産業連関表では、この状況が表現されていない。そこでは、ICT

技術は、情報通信部門や情報通信関連機器部門に限定されて表章されている。 
現行の産業連関表の付帯表である 2005 年雇用マトリクス（生産活動別職業別

雇用者数）をみると、システムエンジニア、プログラマー、電子計算機等オペレ

ーターという ICT 技術の担い手の職業が明示されており、ほとんどの「産業」

部門にはこれらの人員が含まれている。すなわち、多くの「産業」部門内に「企

業内情報処理アクティヴィティ」が埋没していると考えられる。  
    
それを明示的に企業の活動として、「企業内情報処理部門」の設定するために 

産業連関表の付帯表として推計されている雇用マトリクスを用いて、各産業内

に「企業内情報処理部門」をとりだして推計することを試み。以下にその作業手

順を詳述する。 
 
（1）企業内情報処理部門の CT 推計手順      
① 雇用マトリクスの従業者数による産業内情報化比率の推計   
雇用マトリクスは、基本表の付帯表として作成されているので、今回の 1995-

2011 年の期間では、1995 年、2000 年、及び 2005 年に限られるので、代表例

としてここでは、1995 年での推計をとりあげることにする。   
（具体的には、今回、データとして使用したのは、2005 年接続表の 1995 年、

2000 年、及び 2005 年の雇用マトリクスである。接続表の付帯表としても雇用

マトリクスは公表されている。）      
  
雇用マトリクスでは、各産業に雇用される各種の職業の雇用者が記録されて

いるが、今回、企業内情報処理部門の担い手として、次の 3 つの職業を考えた。 
 
システムエンジニア        
プログラマー        
電子計算機等オペレーター        
 
上記の 3 種の職業につく雇用者を企業内情報処理要員とみなして、産業別（統

合中分類）に「雇用者数による産業内情報化比率」をみると、(表 12)のようにな

る。 
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(表 12) 従業者数による産業内情報化比率の推計（1995 年雇用マトリクス） 
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                      (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
② 構造基本調査を用いた給与ベースでの産業内情報化比率の推計   
雇用マトリクスで産業内（企業内）情報化の担い手を抽出したのは当該産業の

雇用者所得を、情報化の担い手とそれ以外に分割する。    
そのため、人数ベースの産業内情報化比率を給与ベースの産業内情報化比率

に変換するために、2005 年時点で推計した変換係数 (表 13)を用いた。 
従業者ベースから給与ベースへの変換係数を、毎年推計できればよいが、賃金

構造基本統計調査は、平成 12 年以前は職業別の一人当たり年収調査を実施して

おらず、変換係数の毎年での推計はほぼ困難である。そこで、今回は、2005 年

の変換係数を、1995-2011 年の期間中用いることにした。   
なお、参考までに、2005 年の給与ベース産業内情報化比率の推計と従業者ベ

ースから給与ベースへの変換係数の算出結果の事例を、(表 14)に示す。 
基準年の給与ベースの情報化比率は上記のように推計するが、中間年につい

ては、他に資料がないので、基準年の数値から補間推計した。結果は、(表 15)の
通りである。 
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   （表 13）従業者数ベースの産業内情報化比率の給与ベースへの変換 
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                         (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載  
           (表 14)   給与ベースの産業内情報化比率の算出事例 

 

                         (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
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    (表 15)   中間年の産業内情報化比率の推計（1995-2000 年） 
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                                (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 

③ 列部門「ソフトウェア業」の推計（「情報サービス」部門の分割）   
前項までの推計は、企業内情報処理部門の雇用者所得が推計できただけである。

元来、企業内情報処理部門の列ベクトルは、中間投入分と付加価値分から構成

されると想定されるが、企業内のアクティヴィティなので、付加価値について

は、雇用者所得と資本減耗引当に限定してよいであろう。そして、企業内情報

処理部門の列ベクトルは、アクティヴィティ部門としての「ソフトウェア業」

部門の列ベクトルに類似している、と想定できることから、列部門「ソフトウ

ェア業」を推計（「情報サービス」部門の分割）しなければならない。 
列部門「ソフトウェア業」の推計（「情報サービス」部門の分割）にあたり、

ソフトウェア業の投入係数を明示的に表章している東京都表を利用すること

にした。  
直近の東京都表は 2005 年表なので、それを加工して、本社部門込のソフトウ

ェア業の投入係数を算出し、2005 年全国表のソフトウェア業の CT に乗じて列

ベクトルを作成し、それをベースにして情報サービス部門をソフトウェア業と

情報処理・提供サービス業とに分割した。 その結果が、表 7－16 である。 
   (表 16) 2005 年表の情報サービス部門の分割と乖離度の算定 

 
                             (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
 
2005 年以外の年次の情報サービス業の分割については、2005 年表で算出し

た、情報サービス業の投入係数に対するソフトウェア業の投入係数の乖離度を
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用いて、当該年次のソフトウェア業の投入係数を推計する。  
(表 17) に、1995 年の情報サービス業の分割事例を示す。 
 
           (表 17)  2005 年表以外の年次表の列部門「情報サービス」の分割事例

（1995 年） 
                                   

 
                             (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 

 
(1) 企業内情報処理部門の CT・列ベクトル推計部品の作成    
前述のように、企業内情報処理部門の列ベクトルは、中間投入分と付加価値分

（雇用者所得と資本減耗引当）で構成されるので、前項で推計されたソフトウェ

ア業の列ベクトルから、雇用者所得を軸にした、対中間投入総計比率（雇用者所

得の中間投入負担率）、及び、対資本減耗比率を算出し、産業部門から企業内情

報処理部門を分離・別掲する際に用いる。 
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(表 18) 企業内情報処理部門ハギトリ用部品の推計 

 
                                  (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 
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（2）企業内情報処理部門・列ベクトルの分離・別掲作業手順   
           
前項までに作成した、分離・別掲のためのハギトリ部品を用いた、企業内情報

処理部門の分離・別掲事例を(表 19)に示す 
 
          (表 19)  企業内情報処理部門の分離・別掲プロセスの事例（1995 年） 

 
                                  (註)作業マニュアル アプライドリサーチ(2016)より転載 

 
まず、雇用マトリクスと賃金構造基本調査から推計した、給与ベースの情報化

比率を用いて雇用者所得を算出する。       
算出した雇用者所得に中間投入負担率を乗じて中間投入額を、また、資本減耗

引当比率を乗じて資本減耗引当を算出し、3 者（中間投入額、雇用者所得、及び

資本減耗引当）を合計して当該部門（「屠畜（含肉鶏処理）」）の企業内情報処理

部門の CT とする。雇用者所得に中間投入負担率を乗じて算出した中間投入額

に、「ソフトウェア業」の中間投入構成比を乗じて企業内情報処理部門の列ベク

トルを作成し、当該部門（「屠畜（含肉鶏処理）」）列ベクトルから控除する。 
控除した残差の列ベクトルが当該部門の主生産部門となるが、控除の際にこ

の主生産部門にマイナス値が発生しないように、企業内情報処理部門を調整す

る。  
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  6. 結びにかえて 
 研究開発投資や情報処理投資など知識サービスの構築にむけての無形固定資

産の投入とそれらの投資による経済構造の変化を把握するための産業連関表の

作成が、ここでの課題であった。JSNA が漸く国連の 2008SNA の勧告を入れ

て、R&D 支出の資本化に踏み切ったばかりであり、それを産業連関表に取り入

れる作業は、2016 年産業連関表を目指して、目下推計が試みられている。われ

われのここでの作業は、正式の統計が公表される前の試みであり、基本統計の整

備が不十分な段階における試案の域をでないものである。研究開発投資は、政府

の大学や研究所の研究支援としての支出が、如何に知識ストックを蓄積するこ

とになったかについては、その量的、質的な評価の方法が確定していない状況に

あって、困難な課題を抱えている。公共財としての政府の研究開発と市場財とし

ての産業もしくは企業単位で行われる市場財としての研究開発をどのように区

別するかという問題が残る。更には、20 世紀末に大きな問題となった、情報処

理技術の質的評価とその製品の価格指数の問題、いわゆる Conceptualization の

問題と同じ、知識の質評価の問題とも関連している。研究開発や情報処理サービ

スの価格指数の問題の未解決の問題である。 
 こうした多くの問題を抱えた課題ではあるが、21 世紀に入って、益々大きな

問題となっている、「科学と社会」の関係性を問題とするかぎり避けられない課

題である。この論文が、これらの議論の糸口として、的確な問題提起ができれば

よいと考えている。 
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